
年 月 日

年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）  

１．子育て中の親が子育てに大きな不安や負担を感じることがない。
２．子どもを生みたいと思う人が安心して子どもをうみ育てることができる。

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

豊かな心をはぐくみ、楽しく学習できる社会の実現

子育て支援の充実

233,360

21,000

こども課

藤田　基明

緑化推進課，　福祉総務課

　子育て世代が、大きな不安や負担を感じることなく、子育てに誇りと喜びを感じ、子どもを生みたいと思う人
が安心して子どもを生み育てることができている。

２６年度（目標）

50.0

1.52
1.48

1.48

２６年度（目標）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1８年度（実績）

63.7

1.36

60.1

236,711人口

施策№

4

26

第1章

施　策　名

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

関　係　課　名

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２３年度・２６

年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

対象指標

A
子育てに大きな不安や負担を

感じている市民の割合

B 合計特殊出生率

C

・平成23年度は最終目標の平成26年度の数値目標達成を目指した中間的な数値を設定している。
・平成26年度の最終目標の設定理由は、Ａ）については、子育て中の市民の半数以上が、大きな不安や
負担を感じないで子育てすることができる社会をめざしており、Ｂ）については、人口問題研究所が発表し
た合計特殊出生率の将来推計での伸び率を考慮して設定している。

Ａ）行政管理課が実施する市民意向調査で、中学生以下の子どものいる世帯に対して「子育てに大きな
不安や負担を感じているか」について質問し、結果を把握する。
Ｂ）厚生労働省が発表する人口動態統計により把握する。

Ａ）子育て中の保護者が、不安や負担を感じることなく、安心して子育てができているかを把握する。
Ｂ）安心して子どもを生み育てることができる環境であれば出生率は上昇すると考えるので、市の合計特
殊出生率
を把握する。

 

２３年度（目標）

子育て世代

18,357 21,021 21,078 21,000

25723

中学生以下の子どもを持つ世帯数

237,600

21,000 21,000

236,357

平成

平成平成平成平成 年度年度年度年度 施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート１１１１

作成日
更新日 平成

22222222

２２年度（実績）

236,057 235,692

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

1９年度（実績） ２０年度（実績）

202,983

単位

人

世帯

２１年度（実績）

1９年度（実績） ２０年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標）成果指標 単位 1８年度（実績）

人 1.49

53.0 52.5
(52.0)

53.5

1.46

52.6

２１年度（実績）

E

D

59.8％

1.40 1.44



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： 唐津市 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

　子育て支援センター事業や放課後児童クラブ事
業などは、本市が充実しているが、保育所の設置
数や児童センターの設置数などは唐津市が充実
している。しかし、子育て支援事業全体を比較す
るとほぼ同水準と考える。

　子育てに関する情報提供、地域の子育て
支援機能の向上、及び子育てと仕事の両立
を図るための支援について、市が行う情報
提供の新たな手立て、地域活動支援の強
化あるいは保育所等への受け入れの拡大
について、検討する余地がある。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

　平成19年度との比較では、A成果指標もB成果
指標も平成22年度の実績は向上しており、子ども
を生みたいと思う人が安心して子どもを生み育て
るための環境整備ができてきたと考える。

・子育てに関する情報の提供と相談・支援体制の充実を図る。
・地域の子育て支援スタッフの育成を図ると共に地域子育てセンターとの連携を強化する。
・保育所（園）・幼稚園での保育サービスの充実に努めると共に、地域との交流を推進する。
・子育ての経済的支援を行なう。
・子育て中の親も、子どもと一緒に育っていけるような「学び」ができる機会を増やす。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

・子ども手当は平成22年度に創設されたが、平成23年10月から来年3月まではこども手当ては継続し、一律の支給額が変更されている。さらに、
平成24年4月からは子ども手当が廃止されて、児童手当が復活することになっている。
・子ども・子育て新システムが国で検討されており、幼保一体化を含め、制度・財源給付が一本化され、子ども・子育て包括交付金(仮称)が予定さ
れている。
・少子化は進行しているが、共働き家庭の増加等により保育需要や放課後児童クラブの需要は増加する傾向にある。
・男性も女性も子育てをしながら安心して働き続けられる社会を実現するためのワークライフバランスの考え方の浸透や地域における子育て支
援体制の充実・強化が求められている。
・要保護児童数が増加しており、子どもに関わる悲惨な事件も絶えない現実はさらに深刻化すると考えられる。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか

・子ども手当の財源について全額国庫負担とされていたにもかかわらず、児童手当法の規定に基づいた費用負担が求められたことに対して、市
議会から全額国庫負担を求める意見書が提出されている。
･保育所は定員を超える児童を受け入れても、3年連続で年度途中の待機児童が100名前後生じており、一方で、幼稚園は定員割れの状況であ
り、幼稚園関係者は幼児教育の継続の必要性を説かれ、幼稚園型の認定こども園への移行のための施設改修補助が要望として寄せられてい
る。
・今後の子ども・子育て新システムの幼保一体化が予定される中では、市としての新システムに対する考え方・対応を求められる。
・子育て支援の自主サークルや市主催子育ての座談会の参加者からは、親が育児を苦痛でなく楽しく思える仕掛けや、いろいろな育児講演会、
育児サークル、サロン等が開催されるなかで、それらに出向くことのできない、知らない、関心がない家庭への新たな支援も考えていていかなけ
ればならない。

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ● 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し） ●

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

・親が子育てに関しては責任をもち、子どもに基本的な生活習慣や社会のルールなどを身につけさせる。
・すべての市民は、子育て中の家庭を社会全体で支える意識を持つと共に、積極的に関わっていく。
・子育て中の親が気軽に集い、交流や相談ができる地域子育てサークル等の子育て支援に、地域住民はボランティアスタッフとして関わる。
・事業所は子育て中の親が子育てと仕事の両立ができるよう配慮する。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） ● 達成している

一部妥当ではない 妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

現状
■子ども・子育て新システムが制度化されれば、幼保一体化及び子ども・子育て関連の財源の一本化が図られることとなり、市町村は
平成２５年度に向けて抜本的な事務の見直しに早急に取り組むことになる。
■家庭の育児力の低下による子育てに対する親の孤立感や不安感が生じており、子育てに対する経済的な負担感も大きい。
■市民アンケートにおいて、子育て世代の子どもを生み育てることに対する不安や負担は減ってきたが、目標達成のために経済的支
援や更なる保育ニーズ等の充実が依然として求めら、親自身も子育てを学び、楽しむ場が必要になっている。
■保育所の年度途中の待機児童については、３歳未満児の待機が深刻化しており、次年度の当初に待機が生じないように現段
階で対策を講じなければならない。また、７０名を超える大規模児童クラブが新たに生じており、規模適正化のための施設改築等を考
えていく必要がある。
■児童クラブ、保育園及び幼稚園においては、障がいの診断までには到らないが、特別な支援を要する子どもが増加しており、指導
員、保育士及び教諭の子どもたちへの対応についてのスキルアップが求められており、それが小学校へのスムーズな就学にも結びつ
くものである。
■児童虐待の背景は夫婦間不和、経済的困窮、母親の産後うつ、世代間連鎖等さまざまなものであり、それらの要因の複雑化が顕著
になっており、専門的な立場でのコーディネートや関係機関のネットワークの強化が必要となっている。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：子育てに大きな不安や負担を感じている市民の割合が目標値53.0%に対して52.6%であった。
・妥当性：市民意識調査の現状の評価においては、前年比＋0.10で上位３番目の増加率となっており、今の支援策の継続によりさらなる成
果の余地がある。
・経済性：施策全体の経費の増加を伴っているが、子育て世代の不安解消の成果をあげており、経済性においては妥当な水準である。
・必要性：市民意識調査においては、子育て支援の今後の重要度は昨年同様にほぼ85%に達しており、その必要性を裏付けている。

必要性（市民・社会ニーズ） ● 増加している



減少

●次年度方向性の考え方

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

■全国一律の現金給付については、国において恒久的な制度設計や財源問題を抜本的に検討することが求められる。
■乳幼児医療助成事業については、償還払いから現物払いに移行(3歳以上～小学校就学前)することを、県市町の協議が取りまとめられなければ
ならない。
■子ども・子育て新システムについては、現段階から取り組み準備に着手している先進都市との連絡・連携を図る必要がある。
■子育てと仕事の両立支援のための保育サービスの充実については、特に保育所の待機児童は今後の少子化に伴う保育需要が低下することが見
込まれる中では、既存の保育園・幼稚園が現行の助成措置を活用して、受け入れ児童の拡大を図っていく環境を整えることが適当である。
■さらに放課後児童クラブも７０名を超える大規模クラブが生じた場合は規模適正化を図っていく。
■家庭の育児力向上とともに地域における子育て支援力を高めるためには、子育て講座の開催、子育て情報の提供、子育てサークル・子育てサロ
ンの充実が不可欠であり、その中では、父親が育児に参加する場や若年の親が育児を楽しく思う場を設けていく。さらに、子育て中の親の息ぬく場、
仲間づくりの場の提供も家庭の育児力を向上させるために必要なものである。
■保育園・幼稚園・児童クラブにおける特別支援を要する子どもの増加については、その受入を行ない、子どもへの適切な対応を行なうための保育
士が新たに配置されなければならない。
■児童虐待ネットワークは、児童虐待に対応するために必要な情報交換や援助方針・役割分担の協議を行うものであり、その強化と拡大に取り組ん
でいく。特に、経済的・精神的・家庭的にも好ましくない状況にあるケースが増えており、その点では臨床心理士、社会福祉士等、専門的な知識を有

大 中 小

自治会管理の児童遊園地に対する設備整備補助金
児童遊園、児童広場の環境整備
母子寡婦福祉連合会補助事業
こどもにやさしい街づくり事業

大

中

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

乳幼児医療助成事業
児童クラブ規模適正化事業
保育所分園促進事業
私立保育園整備助成事業
認定こども園事業助成経費
病後児保育事業
一時保育事業(公立・私立)
障害児保育事業(公立・私立)
ファミリーサポートセンター事業
エスプラッツ子育て支援センター運営事業
虐待防止ネットワーク推進事業

児童扶養手当給付事業
ひとり親家庭等医療費助成事業

子ども手当支給事業
夜間保育推進事業
障害児学童保育事業
延長保育事業(公立・私立)
休日保育事業
幼稚園就園奨励費補助事業
私立幼稚園預かり保育推進事業
本庄幼稚園預かり保育試行事業
認可外保育所児童健康対策事業

母子自立支援プログラム策定事業
子育て支援短期利用事業の充実
母子生活支援施設運営事業
市外母子生活支援施設運営事業
助産施設収容措置事業
保育所地域活動事業(公立・私立)
親子レクレーション活動
子育て支援センター事業(公立・私立)

子育て安心ガイド作成事業
家庭相談室運営事業
ひとり親家庭支援事業(こども課)
地域組織活動
私立保育園支援経費
次世代育成支援行動計画推進経費
認可外保育施設保育従事者健康対策事業
子育て支援環境づくり事業

公立保育所管理運営事業
私立保育園管理運営事業
児童クラブ運営事業

児童センター管理運営経費
保育所(園)入所事務経費
保育料徴収事務経費

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

子ども手当支給事業
幼稚園就園奨励費補助事業
児童扶養手当給付事業

夜間保育推進事業
障害児学童保育事業
延長保育事業(公立・私立)
休日保育事業
私立幼稚園預かり保育推進事業
本庄幼稚園預かり保育試行事業
認可外保育所児童健康対策事業
ひとり親家庭等医療費助成事業

乳幼児医療助成事業
児童クラブ規模適正化事業
保育所分園促進事業
私立保育園整備助成事業
認定こども園事業助成経費
病後児保育事業
一時保育事業(公立・私立)
障害児保育事業(公立・私立)
ファミリーサポートセンター事業
エスプラッツ子育て支援センター運営事業
虐待防止ネットワーク推進事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

私立保育園管理運営事業
公立保育所管理運営事業
私立保育園支援経費
子育て安心ガイド作成事業
家庭相談室運営事業
ひとり親家庭支援事業(こども課)
児童センター管理運営経費
保育所(園)入所事務経費
保育料徴収事務経費
自治会管理の児童遊園地に対する設備整備補助
金
児童遊園、児童広場の環境整備
母子寡婦福祉連合会補助事業
地域組織活動
次世代育成支援行動計画推進経費
こどもにやさしい街づくり事業
認可外保育施設保育従事者健康対策事業

児童クラブ運営事業
母子自立支援プログラム策定事業
子育て支援短期利用事業の充実
母子生活支援施設運営事業
市外母子生活支援施設運営事業
助産施設収容措置事業
保育所地域活動事業(公立・私立)
親子レクレーション活動
子育て支援センター事業(公立・私立)

■乳幼児医療助成事業は、予防接種、フッ素洗口、健康診断等各種母子保健事業の推進により医療費抑制を図りながら、平成２３年４月からは小学生の入院に
係る医療費を助成対象に拡大しており、さらに、償還払いから現物払いへ移行するための財源確保や体制整備などの問題も解決していく必要がある。
■待機児童対策として、私立保育園整備事業においては、平成21年度より、整備補助の条件として定員拡大を要綱に明記しており、私立保育園の園舎の老朽化
による建替えでも、必ず定員は増やされている。また、認可保育園の分園の設置や幼稚園型認定こども園の開園も、３歳未満児の定員枠を広げる意味では待機
児童対策として有効なものである。さらに、一時保育は、保育所に入れるまでの期間において求職活動をする場合は市民ニーズの高いものとなっている。
■保育需要の高まりに従い、児童が病気のときの受け入れ先が確保されなければならず、病時病後児保育事業は受入枠とともに施設充実も求められる。
■放課後児童クラブ規模適正化事業は、児童数７０名を目安に適宜、施設の増築・改築を行なうものであり、待機を生じさせないことに繋がる。
■家庭の育児力と地域における子育て支援力の向上は、悩みを聞いてアドバイスできる人がいること、子育て中の友達がいること、支援できる身近な場所がある
こと、行けなくても家に来てもらえること等が必要であり、子育て支援センター「ゆめ・ぽけっと」や「ファミリーサポート事業」がその役割を果たすことができる。
■障害児保育事業(公立・私立)の充実は、障がいの診断のある子どもに限らず、特別支援を要する子どもの状況に応じて、適宜、保育士が配置できる状況をつく
ることで、まずは安全・安心な保育環境を確保することができる。
■経済的・精神的・家庭的に特に悪い状況にあるケースは、関係機関の密な情報交換、個別ケース会議、対処方針、スケジュール策定を行ない、それに従って、
保育士、社会福祉士、臨床心理士等が訪問・連絡を行なっていく。

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）

（28点満点） ・実績水準総合評価（28点満点） 19.01

・18年度評価 17.79 ・重要度総合評価（14点満点） 11.77

・今後のコスト水準（10点満点） 7.26

・19年度評価 17.75 ・市の裁量余地の大小（10点満点） 7.58

・20年度評価 17.45 ※経営戦略会議調整

   なし（採点結果どおり）

・21年度評価 17.62

参考：H23方針

・22年度評価 19.66 成果向上・コスト向上

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策
の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/                      　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　　                  　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成２２年度実績

56

7,960,085

58

10,613,120

3,215

48,109

3,031

36,805

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

714,606

8,674,691

33,773

757,852

11,370,972

44,902

平成２１年度実績

8,058,682

28,991

　■平成２４年度方針

平成２０年度実績

44

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　                   　）

項　　目

32,072

3,080

7,328,798

729,884

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


